
 

山形県後期高齢者医療広域連合事務局職員の退職管理に関する規則 

 

平成２８年３月３１日 

規則第７号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以下「法」という。）第

３８条の２及び第６０条第４号から第７号までの規定に基づき、職員の退職管理に関し必

要な事項を定めるものとする。 

 （離職前５年間に在職していた地方公共団体の執行機関の組織等の役職員に類する者） 

第２条 法第３８条の２第１項に規定する離職前５年間に在職していた地方公共団体の執行機

関の組織等の役職員に類する者として規則で定めるものは、再就職者（同項に規定する再就

職者をいう。以下同じ。）が離職前５年間に就いていた職が廃止された場合における当該再就

職者が当該職に就いていた時に担当していた職務を担当している役職員（同項に規定する役

職員をいう。以下同じ。）が属する執行機関の組織等（同項に規定する地方公共団体の執行機

関の組織等をいう。以下同じ。）（当該再就職者が当該職に就いていた時に在職していた執行

機関の組織等を除く。）に属する役職員とする。 

（子法人） 

第３条 法第３８条の２第１項の国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第１０６条の２第

１項に規定する子法人の例を基準として規則で定めるものは、一の営利企業等（法第３８条

の２第１項に規定する営利企業等をいう。以下同じ。）が株主等（株主若しくは社員又は発起

人その他の法人の設立者をいう。）の議決権（株主総会において決議をすることができる事項

の全部につき議決権を行使することができない株式についての議決権を除き、会社法（平成

１７年法律第８６号）第８７９条第３項の規定により議決権を有するものとみなされる株式

についての議決権を含む。以下同じ。）の総数の１００分の５０を超える数の議決権を保有す

る法人をいい、一の営利企業等及びその子法人又は一の営利企業等の子法人が株主等の議決

権の総数の１００分の５０を超える数の議決権を保有する法人は、当該営利企業等の子法人

とみなす。 

（内部組織の長等の職に就いていた時に在職していた地方公共団体の執行機関の組織等

の役職員に類する者） 



 

第４条 法第３８条の２第４項の地方自治法第１５８条第１項に規定する普通地方公共団体の

長の直近下位の内部組織の長（以下この条において「内部組織の長等の職」という。）に就い

ていた時に在職していた地方公共団体の執行機関の組織等の役職員に類する者として規則で

定めるものは、再就職者が離職した日の５年前の日より前に就いていた内部組織の長等の職

が廃止された場合における当該再就職者が当該内部組織の長等の職に就いていた時に担当し

ていた職務を担当している役職員が属する執行機関の組織等（当該再就職者が当該内部組織

の長等の職に就いていた時に在職していた執行機関の組織等を除く。）に属する役職員とする。 

（在職していた地方公共団体の執行機関の組織等の役職員に類する者） 

第５条 法第３８条の２第５項に規定する在職していた地方公共団体の執行機関の組織等の役

職員に類する者として規則で定めるものは、再就職者が離職前に就いていた職が廃止された

場合における当該再就職者が当該職に就いていた時に担当していた職務を担当している役職

員が属する執行機関の組織等（当該再就職者が当該職に就いていた時に在職していた執行機

関の組織等を除く。）に属する役職員とする。 

附 則 

この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 


